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この資料は令和 4 年 4 月現在の制度に基づき作成したものです。今後改正の可能性

があることにご留意ください。 
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１．指定基準総論 

 

  １）関係法令等 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号） 
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１

８年政令第１０号） 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成

１８年厚生労働省令第１９号） 

◇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第１７１号）＝（この冊子において「指定基準」という。） 
 

 

 

 

 

    ◇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１８

年１２月６日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）＝（この冊子にお

いて「通知」という。） 

 

  ２）指定を受けるにあたっての留意事項 

○ 基準は、居宅介護サービス等（重度訪問介護サービス、同行援護サービスおよ

び行動援護サービスを含む。以下同じ。）の事業がその目的を達成するために必

要な最低限度の基準を定めたものであり、指定居宅介護事業者等（指定重度訪問

介護事業者、指定同行援護事業者および指定行動援護事業者を含む。以下同じ。）

は、常にその事業の運営の向上に努めなければならないこと。 

○ 指定居宅介護サービス等の事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基

準等を満たさない場合には、指定居宅介護事業等の指定又は更新は受けられず、

また、基準に違反することが明らかになった場合には、 

①相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、 

②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、

当該勧告に対する対応等を公表し、 

③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったときは、相当の期限

を定めて当該勧告にかかる措置を採るよう命令することができる。 

 ただし、③の命令をした場合には、事業者名、命令に至った経緯等を公示しな

ければならない。なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、

又は取消しを行う前に相当の期間を設けて指定の全部若しくは一部の効力を停

止する（不適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに

係る介護給付費の請求を停止させる）。 

ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったもの

として、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止す

る場合がある。 

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反し

たとき 

イ 相談支援事業を行う者若しくは他の障害福祉サービスの事業を行う者

又はその従業者に対し、利用者又はその家族に対して特定の事業者によ

るサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益

を供与したとき 

※ 滋賀県は「滋賀県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービスの事業の従業者ならびに設備および運営に関する基準等を定める条

例」（平成 25 年３月 29 日滋賀県条例第８号）を定めています。国指定基準省令と県指定基

準条例が同等の内容であるため、この手引きでは国指定基準省令に基づき説明をします。  
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       ロ 相談支援事業を行う者若しくは他の障害福祉サービスの事業を行う者

又はその従業者から、利用者又はその家族に対して特定の事業者による

サービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を

収受したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 
 
 ３）事業者指定の単位について 

      事業者の指定は、原則としてサービスの提供を行う事業所ごとに行うものとする。 

   ただし、例外的に、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等であって、次の要  

件を満たすものについては、一体的なサービス提供の単位として「事業所」に含めて  

指定することができる。 

  ① 利用申込みに係る調整、職員に対する技術指導等が一体的に行われること。 

    ② 職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。必要な場合に随時、主   

たる事業所や他の出張所等との間で相互支援が行える体制にあること。 

    ③ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。 

  ④ 事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運営規程が   

定められること。 

    ⑤ 人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われること。 

 

  ４）用語の定義 

    ○「常 勤」 

        当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従    

業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３

２時間を基本とする。）に達していることをいうものである。同一の事業者によっ

て当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的

に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務

時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満た

すものである。 

    ○「常勤換算方法」 

 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務

すべき時間数（３２時間を下回る場合は、３２時間を基本とする。）で除すること

により、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

    ○「勤務延時間数」 

        勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係る

サービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に

位置付けられている時間の合計数とする。なお、従業者１人につき、勤務延時間

数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務す

べき勤務時間数を上限とすること。 

    ○「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 

  原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しな

いことをいうものである。 

   
５）指定居宅介護事業所の重度訪問介護の指定に関する特例について 

   指定居宅介護の事業者であって、指定重度訪問介護の指定基準を満たすものにつ

いては、指定重度訪問介護の指定を受けたものとする。ただし、事業者が特段の申

出をしたときはこの限りではない。（障害者総合支援法施行規則第 34 条の７） 
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障害者総合支援法におけるホームヘルプ系のサービスには 
①居宅介護 ②重度訪問介護 ③同行援護 ④行動援護の４つがあります。 

①居宅介護 
 サービスの内容 
   障害者（児）に対し、居宅において入浴、排せつ及び食事の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並び

に生活に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を行います。 
    
   居宅介護の内容は以下の通り区分され、それぞれ算定できる単位数が異なります。 
   ・身体介護 ･･･身体介護を中心に行う場合 
   ・家事援助 ･･･家事援助を中心に行う場合 
   ・通院介助（身体介護を伴う場合）･･･通院等のための乗車又は降車の介助が中心である 

場合で身体介護を伴う場合 
   ・通院介助（身体介護を伴わない場合）･･･通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合で身

体介護を伴わない場合 
   ・通院等乗降介助 ･･･ヘルパーが自ら自動車を運転し通院等を支援する場合 
    対象者 
   ・障害支援区分が区分 1 以上（障害児にあってはこれに相当する心身の状態）である者 
   ・通院介助（身体介護を伴う場合）の対象者は、障害支援区分が区分 2 以上で、歩行、移乗などに介

助を要する状態の者 
 
②重度訪問介護 
  サービスの内容 
    重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する障害者

であって常時介護を要する者につき、居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及

び掃除等家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時にお

ける移動中の介護を総合的に行うとともに病院等入院又は入所している障害者に対して意思疎通の

支援その他の支援を行います。 
  対象者 
  ・ 障害支援区分が区分４以上であって、二肢以上に麻痺があり、歩行･移乗･排せつに介助を要する状

態の者 
  ・ 障害支援区分が区分４以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（12 項目）

の合計点数が 10 点以上である者 
    ※平成 18 年 9 月末日現在において、日常生活支援の支給決定を受けているものであって、上記に 
     該当しない者のうち、 
    （一）障害者支援区分３以上 
     かつ 
    （二）日常生活支援および外出介護における月の支給決定時間が 125 時間を超える 
    場合については当該者の障害支援区分の有効期間に限り、重度訪問介護の対象となります。 
 
③同行援護 
 サービス内容 
   視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等につき、外出時において、当該障害者等に同行

し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他の外出する

際に必要な援助を行います。 
  対象者 
  ・同行援護アセスメント調査票による、調査項目中「視力障害」「視野障害」「夜盲」のいずれかが 1

点以上、かつ、「移動障害」が１点以上の者 
   ※障害支援区分の認定は必要としません。 
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④行動援護 
 サービス内容 
   知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を要するものにつ

き、当該障害者が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の

介護、排泄及び食事等の介護その他の当該障害者等が行動する際の必要な援助を行います。 
 対象者 
   障害支援区分が区分 3 以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち、行動関連項目（１２項目）

等の合計点が１０点以上（障害児にあってこれに相当する支援の状態）である者 
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２．指定基準 
 

【居宅介護事業所】 

 利用者が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、当該利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じ

て、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに

生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を適切かつ

効果的に行うものでなければならない。 

 

【重度訪問介護事業所】 
 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上

著しい困難を有する障害者であって、常時介護を要するものが居宅におい

て自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該障害者の

身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、入浴、排せつ及び

食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、外出時における移動中の介

護並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を適

切かつ効果的に行うものでなければならない。 

 

【同行援護事業所】 
視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等が居宅において自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、当該障害者等の身体その他の状況及びその置か

れている環境に応じて、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報の

提供、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他の当該障害者等の外出時に必要な援

助を適切かつ効果的に行うものでなければならない。 

 

【行動援護事業所】 
 利用者が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、当該利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、

当該利用者が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外

出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護その他の当該利用者

が行動する際に必要な援助を適切かつ効果的に行うものでなければならな

い。 
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１）新規指定 

 
ア）必要な人員、設備及び運営の概要 

 

①人員基準の概要 
【人員配置基準】 

人
員
基
準 

従業員 

（ホームヘル

パー） 

・常勤換算で2.5以上 

・介護福祉士、居宅介護職員初任者研修修了者等 

（詳細はP-） 

サービス提供

責任者 

（居宅介護及び重度訪問介護） 

・事業規模に応じて１人以上 

・介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修修 

了者、居宅介護従業者養成研修（１級課程）修了者、看護師、

准看護師及び保健師、居宅介護職員初任者研修修了者で（１

級課程を除く）、実務経験３年以上（稼働日数として５４０日

以上）の者（※） 

※早期に実務者研修を受講させ、又は、介護福祉士の資格を

取得させるよう努めなければならない。 

また、当該者が作成した居宅介護計画に基づいて居宅介護を

行う場合は、所定単位数の30％を減算する。 

（同行援護） 

・事業規模に応じて１人以上 

・以下の①又は②のいずれかに該当する者 

① 次のア及びイの要件を満たす者 

ア：介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修修

了者、居宅介護従業者養成研修（１級課程）修了者、

居宅介護職員初任者研修修了者で（１級課程を除く）、

実務経験３年以上（稼働日数として５４０日以上）の

者（※居宅介護及び重度訪問介護を参照のこと）、看護

師等 

イ：同行援護従業者養成研修（一般課程及び応用課程）修 

了者 

②国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学

科修了者等 

（行動援護） 

・事業規模に応じて１人以上 

・以下の①及び②のいずれにも該当する者 

①行動援護従業者養成研修課程修了者又は強度行動障害支

援者養成研修（基礎研修及び実践研修）修了者 

②知的障がい者（児）又は精神障がい者の福祉に関する事

業（直接処遇に限る）に３年以上従事した経験を有する

者 
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※ただし、令和6 年（2024年）3月31日までの間は、令和3 年

（2021年）3月31日時点で、居宅介護及び重度訪問介護のサー

ビス提供責任者の要件に該当し、かつ、知的障がい者（児）

又は精神障がい者の福祉に関する事業（直接処遇に限る）に

５年以上従事した経験を有することで足りるものとみなす。 

管理者 常勤でかつ原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する

もの。 

（当該指定居宅介護事業所の従業者としての職務に従事する

場合や同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する施設等の

管理者又は従業者との兼務は可） 

 
●サービス提供責任者１人以上（常勤・専従）（次のいずれかに該当する人数） 
 （居宅介護、同行援護、行動援護） 

・サービス提供時間が月 450 時間またはその端数を増す毎に１人以上 
・従業者 10 人またはその端数を増す毎に１人以上 
・利用者数 40 人またはその端数を増す毎に１人以上 
・常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、サービス提供責任者の業務に主

として従事する者を１人以上配置している事業所において、サービス提供責任者業務

が効率的に行われている場合は、事業所の利用者の数が 50 人又はその端数を増すごと

に１人以上 
 
例：延べサービス提供時間 720 時間、従業者数 12 人（常勤職員 5 人と非常勤職員 7 人）、

利用者数 30 人の場合、c の基準により、配置すべきサービス提供責任者は１人で

足りる 
 

 （重度訪問介護） 
・サービス提供時間が月 1000 時間またはその端数を増す毎に１人以上 
・従業者 20 人またはその端数を増す毎に１人以上 
・利用者数 10 人またはその端数を増す毎に１人以上 

 
※人員基準の特例 
①指定居宅介護事業者が、指定重度訪問介護、指定同行援護または指定行動援護の事業を

併せて行う場合の要件 
 ア 従業者（ホームヘルパー） 
   当該事業所に置くべき従業者の員数は、一の指定居宅介護事業所として置くべき従 

業者の員数で足りるものとする。（指定居宅介護事業者、指定重度訪問介護事業者、 
指定同行援護事業者および指定行動援護事業者のうちの３つ以上の指定を受ける場 
合も同様とする。） 

 イ サービス提供責任者 
   当該事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、指定重度訪問介護、指定同行 

援護および指定行動援護を合わせた事業の規模に応じて 1 以上で足りるものとす 
る。 

  
②介護保険法による指定介護保険事業または第一号訪問事業（介護予防訪問介護事業）の

事業を行う者が、指定居宅介護、指定重度訪問介護、指定同行援護または指定行動援護

の事業を同一の事業所で併せて行う場合は、指定訪問介護の事業に係る指定を受けてい

ることをもって、指定居宅介護等の基準を満たしているものと判断される（届出要）。 
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この場合において、当該事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、次のいずれかに

該当する員数を置くものとする。 
 
 ア 当該事業所における指定訪問介護等および指定居宅介護等の利用者数の合計として 

必要とされる員数以上 
 イ 指定訪問介護等と指定居宅介護等のそれぞれの基準により必要とされる員数以上 
 
③移動支援事業との兼務について、サービス提供責任者は専ら指定居宅介護事業に従事す

るものをもって充てなければならない。ただし、利用者に対する指定居宅介護の提供に支

障がない場合は、同一の敷地内にある移動支援事業の職務に従事することができるものと

する。 
 
【責務】 
●管理者： 

従業者及び業務の管理を一元的に行い、従業者に指定基準を遵守させるため必要な指

揮命令を行う。 
●サービス提供責任者： 

居宅介護計画の作成 
利用の申込みに係る調整 
従業者に対する技術指導等のサービスの内容の管理を行うこと 

 
 
【資格要件】 
●サービス提供責任者 
 指定事業所ごとに常勤の従業者であって、下記の資格を有し、専ら居宅介護等の職務に

従事する者のうち、事業の規模に応じて１人以上の者の配置が必要。 
 
●従業者（ホームヘルパー） 
資格要件については次の通知を参照してください 
 ○「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成 18 年厚

生労働省告示第 538 号） 
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サービス種類 

 
要件 

 
 

 
居宅介護 

①介護福祉土、看護師、准看護師 
②実務者研修修了者、介護職員基礎研修修了者 
③居宅介護従業者養成研修（訪問介護員養成研修）１級課程修了者 
④居宅介護職員初任者研修（介護職員初任者研修）修了者 
⑤障害者居宅介護従業者基礎研修（訪問介護員養成研修３級課程）

修了者 
（※⑤の従業者がサービス提供を行った場合、家事中心型で 10％・

身体介護中心型で 30％減算） 
 
 

重度訪問介護 

①居宅介護従業者の資格要件を満たす者 
②重度訪問介護従業者養成研修（基礎課程・追加課程・統合課程）

修了者 
（※特に重度の障害者に対しての支援加算を算定する場合は、追加

課程・統合課程の修了者のみ） 
 
 
 
 
 
 

同行援護 

以下の①～③のいずれかに該当する者 
①同行援護従業者養成研修一般課程（又は移動介護従業者養成研修

の視覚障害者課程）の修了者 
②介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修修了者、居宅

介護従業者養成研修１級課程修了者、居宅介護職員初任者研修修

了者、看護師、准看護師であり、かつ視覚障害を有する身体障害

者等の福祉に関する事業（直接支援に限る）に１年以上かつ１８

０日以上従事した経験を有する者 
（※障害者居宅介護従業者基礎研修（訪問介護員養成研修３級課程）

修了者は 10％減算） 
③国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科の教科

を履修した者 
 
 
 

行動援護 

行動援護従業者養成研修又は強度行動障害者支援者養成研修（基礎

及び実践）修了者であって、知的障害児者又は精神障害者の直接業

務に１年以上かつ 180 日以上の従事経験を有する者。 
（※令和 6 年 3 月 31 日までの間は、居宅介護従業者の要件を満た

す者であって、知的障害児者又は精神障害者の直接業務に 2 年以上

かつ 360 日以上従事した経験を有する者は、当該基準に適合するも

のとみなす。） 
 
【平成 25 年度以降の居宅介護従業者に係る養成研修について】 
 平成 25 年度よりヘルパー研修が下記のとおりとなっています。 
 旧の研修の修了者は、新の研修修了の要件を満たしいていると取扱います。 
 

旧 新（Ｈ25～） 
居宅介護従業者養成研修１級、２級 居宅介護職員初任者研修 
訪問介護員養成研修１級、２級 
介護職員基礎研修 

介護職員初任者研修 

居宅介護従業者養成研修３級 障害者居宅介護従業者基礎研修 
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②設備基準の概要 
 
 

 項 目 

 

      基   準   の   概   要 

 

 根  拠 
 

設備及び

備品等 

 

 

◇事業の運営に必要な広さの専用の区画を設けるほか、指定

居宅介護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければな

らない。（重度訪問介護、同行援護、行動援護も同様） 

 

指定基準第８条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆ 専用の事務室を設けることが望ましいが、他の事業の用に供す

るものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であ

っても差し支えない。 

   区分がされていなくても業務に支障がないときは、指定居宅介

護の事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りる。 

 

☆ 事務室又は事業を行う区画には、利用申込の受付、相談等に対

応するスペースを確保するものとする。 

 

通知第三の２の（１） 

 

 

 

 

 

通知第三の２の（２） 

 

☆ 必要な設備、備品を確保するものとする。特に、手指を洗浄す

るための設備等感染予防に必要な設備等に配慮すること。 

  ただし、同一敷地内にある場合であって、運営に支障のない場

合は当該他の事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を

使用することができる。 

 

☆ 事務室・区画又は設備、備品等については、必ずしも事業者が

所有している必要はなく、貸与を受けているものであっても差し

支えない。 

 

 

通知第三の２の（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③運営基準の概要 
 
 

 項 目 

 

      基   準   の   概   要 

 

 根  拠 

基本取扱

方針 

 

◇ 利用者が居宅において自立した日常生活又は社会生活を

営むことができるよう、当該利用者の身体その他の状況及

びその置かれている環境に応じ適切に提供されなければな

らない。 
◇ その提供する指定居宅介護の質の評価を行い、常にその

改善を図らなければならない。 

指定基準第2４条 
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利用料等 
の受領 
 
 

 

 
◇支給決定障害者に求めることが出来るのは、当該金銭の使途

が直接利用者の便益を向上させるものであって、当該支給決
定障害者等に支払を求めることが適当であるものに限ると
する。 

 
 
 

 

指定基準20，21条 
 
 
 

 

具体取扱

方針 

◇ 指定居宅介護の提供に当たっては、居宅介護計画に基づ

き、利用者が日常生活を営むのに必要な援助を行うこと。 
◇ 指定居宅介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこと

を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方

法等について、理解しやすいように説明を行うこと。 
◇ 指定居宅介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対

応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うこと。 
◇ 常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的

確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な相談

及び助言を行うこと。 

指定基準第２５条 

内容及

び手続

の説明

及び同

意  

◇ サービス提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者に

対し、当該指定居宅介護事業所の運営規程の概要、従業者

の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用

申込者がサービスを選択するために必要な重要事項につい

て、利用者の障害の特性に応じ、適切に配慮されたわかり

やすい説明書やパンフレット等の文書を交付して懇切丁寧

に説明を行い、当該事業所から指定居宅介護の提供を受け

ることにつき、当該利用申込者の同意を得なければならな

い。 

☆利用者及び指定居宅介護事業所双方の保護の立場から書面によ

って確認することが望ましい。 

☆利用者との間で当該指定居宅介護の提供に係る契約が成立した 

ときは、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮をもって、社会 

福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 77 条第１項の規定に基づき、 

  ①当該事業の経営者の名称及び主たる事務所の所在地 

   ②当該事業の経営者が提供する指定居宅介護の内容 

   ③当該指定居宅介護の提供につき利用者が支払うべき額に関す

る事項 

  ④指定居宅介護の提供開始年月日 

   ⑤指定居宅介護に係る苦情を受け付けるための窓口を記載した 

書面を交付すること。 

  

 ※なお、利用者の承諾を得た場合には当該書面に記載すべき事項

を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法により提供することができる。 

 

指定基準第９条 
 
 
 
 
 
 
 
 
通知第三の３の（１） 
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◇指定居宅介護を提供した際は、支給決定障害者等から当該指

定居宅介護に係る利用者負担額の支払を受けるものとする。 
 
◇支給決定障害者等の選定により通常の事業の実施地域以外

の地域において指定居宅介護を提供する場合は、それに要し

た交通費の額の支払を支給決定障害者等から受けることが

できる。 
 
◇上記の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ

、支給決定障害者等に対し、当該サービスの内容及び費用に

ついて説明を行い、支給決定障害者等の同意を得なければな

らない。 
 
◇利用者負担額、交通費の額、法定代理受領を行わない場合の

サービス費の支払いを受けた場合には、当該費用に係る領収

証を当該費用を支払った支給決定障害者に対し交付しなけ

ればならない。 
 

提供拒否

の禁止 

◇正当な理由なく、指定居宅介護サービスの提供を拒んではな

らない。 
 

指定基準第11条 

サービス

の提供の

記録 

◇指定居宅介護を提供した際には、提供日、提供した内容、実

績時間数、利用者負担額等の利用者へ伝達すべき必要な事項

を、サービスの提供の都度記録しなければならない。 

◇また、記録に際しては利用者からサービス提供の確認を得

なければなりません。 

指定基準第１９条 

 

居宅介護

計画の作

成 

 

 

 

 

 

 

 

◇サービス提供責任者は、利用者又は障害児の保護者の日常生

活全般の状況および希望を踏まえて、居宅介護計画の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記

載した居宅介護計画を作成しなければならない。 

 

 

指定基準第２６条第１

項 

 

 

 

◇サービス提供責任者は、居宅介護計画の作成に当たっては、

その内容について利用者及びその同居家族に対して内容を

説明し、居宅介護計画を交付しなければならない。 

 

指定基準第２６条第２

項 

 

 
 

同居家族

に対する

サービス

提供の禁

止 

 

◇指定居宅介護事業者は、従業者（ホームヘルパー）に、その

同居の家族である利用者に対する居宅介護の提供をさせて

はならない。 

 

 

 

指定基準第２７条 
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緊急時等

の対応 

 

◇現に居宅介護の提供を行っているときに利用者に病状の急

変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機関への

連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

指定基準第２８条 

 

 
運営規程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◇事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に

関する運営規程を定めておかなければならない。 

  ①事業の目的及び運営の方針 

  ②従業者の職種、員数及び職務の内容 

  ③営業日及び営業時間 

  ④指定居宅介護の内容並びに支給決定障害者等から受領す

る費用の種類及びその額 

  ⑤通常の事業の実施区域 

  ⑥緊急時等における対応方法 

 ⑦主たる対象とする障害の種類 
 ⑧虐待の防止のための措置に関する事項 
  ⑨その他運営に関する重要事項 

 

 
指定基準第３１条 
 

 

介護等の

総合的な

提供 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◇事業の運営に当たっては、入浴、排せつ、食事等の介護又は

調理、洗濯、掃除等の家事を常に総合的に提供するものとし

、特定の援助に偏ることがあってはならない。 
 
 

 

居宅指定基準第３２条 

 

☆指定居宅介護は、生活全般にわたる援助を行うものであることか

ら、入浴、排せつ、食事等の介護や調理、洗濯、掃除等の家事を

総合的に提供しなければならない。 

 

通知第三の３の（２１） 

 

 

 

☆提供しているサービスの内容が、身体介護のうち特定のサービス

行為に偏ったり、家事援助のうち特定のサービス行為に偏ったり

していないこと。また、サービス提供の実績から特定のサービス

に偏ることが明らかな場合に限らず、事業運営の方針、広告、従

業者の勤務体制、当該事業者が行う他の事業との関係等の事業運

営全般から判断して、特定のサービス行為に偏ることが明らかで

あれば、基準に抵触することとなる。 

 

 

 

 

 

 
☆「偏ること」とは、特定のサービス行為のみを専ら行うことはも

ちろん、特定のサービス行為に係るサービス提供時間が月単位等
一定期間中のサービス提供時間の大半を占めていれば、これに該
当する。 

 

 

 

勤務体制

の確保等 

 

◇利用者に対し適切なサービスを提供できるよう従業者の勤

務の体制を定めておかなければならない。 

 

 

 

 

指定基準第３３条第１

項 
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☆原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者については、日々の

勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係

、サービス提供責任者である旨等を明確にする。 

通知第三の３の（２２）

の① 

 

 

☆指定居宅介護事業所の従業者とは、雇用契約その他の契約により

、当該事業所の管理者の指揮命令下にある従業者を指す。 
 
 

◇従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。 

 

通知第三の３の（２２）

の② 
 
 

指定基準第３３条第３

項 

 

☆指定居宅介護事業所の従業者の質の向上を図るため、研修機関が

実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確

保すること。 

通知第三の３（２２）③ 

 

衛生管理

等 

 

 

 

 

 

◇従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要

な管理を行わなければならない。 

 

◇指定居宅介護事業所の設備及び備品等について、

衛生的な管理に努めなければならない。 

 
☆指定居宅介護事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態の管理

並びに指定居宅介護事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に努

めること。特に、指定居宅介護事業者は、従業者が感染源となる

ことを予防し、また従業者を感染の危険から守るため、手指を洗

浄するための設備や使い捨ての手袋等感染を予防するための備品

等を備えるなど対策を講じる必要がある。 

 
◇感染症の予防およびまん延の防止のための対策を検討する

委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従

業者に周知しなければならない（令和6年3月31日までは努力

義務）。 

 

指定基準第３４条 
 
 
 
 
 
通知第三の３（２３） 

 

掲示 

 

◇指定居宅介護事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を掲示しなければならない。  

指定基準第３５条 
 

身体拘束

の禁止 
◇指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供に当たっては、

利用者または、他の利用者の生命または身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他の利用者の

行動を制限する行為を行ってはならない。 
 
 

指定基準第３５条の２ 
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◇やむを得ずに身体拘束等を行う場合には、その様態および時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急をやむを得ない

理由その他必要な事項を記録しなければならない。 
 
◇身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期

的に開催するための委員会を定期的に開催するとともに、そ

の結果について、従業者に周知徹底しなければならない。 
 
◇身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
 
◇従業者に対し、身体拘束等適正化ための研修を定期的に実施

すること。 
 

苦情解決 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇提供したサービスに係る利用者又はその家族からの苦情に

迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓

口を設置する等必要な措置を講じなければならない。 
 

指定基準第３９条第１

項 

 

 

☆「必要な措置」とは、相談窓口、苦情解決の体制及び手順等当該

事業所における苦情を解決するための措置を講ずることをいう。

当該措置の概要については、利用申込者にサービスの内容を説明

する文書に記載し、事業所に掲示すること等である。 

通知第三の３の（２６） 

 

 

 

 

◇苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなけ

ればならない。 

指定基準第３９条第２

項 

 

事故発生

時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により事故が

発生した場合は、都道府県、市町村、当該利用者の家族等に

連絡を行い、必要な措置を講じなければならない。 

 

指定基準第４０条第１

項 

 

 

 

◇事業者は、事故の状況及び事故に際してとった処置について

記録しなければならない。 

指定基準第４０条第２

項 

 

◇事業所は、利用者に対する指定居宅介護の提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなけれ

ばならない。 

指定基準第４０条第３

項 

 

会計の区

分 

◇事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居宅介護の事業

とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

指定基準第４１条 

c 

 ※指定基準第９条から第４２条までについては、重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事

業に準用されています。また、第９条から第３１条まで及び第３３条から第４２条までについ

ては、同行援護および行動援護に係る指定障害福祉サービスの事業に準用されています。 
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 ※上記（人員・設備・運営基準の概要）は、指定基準等を抜粋していますので、指定基

準および通知を参照してください。 
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  イ）指定申請書類 
 指定申請に係る添付書類一覧表 

 

必要（添付）書類 

居宅介護、重度

訪問介護、同行

援護、行動援護 

申請者 

確認欄 
備 考  

 

 指定申請書 ○     

 
別紙（他の法律において既に指定を受けている事業等につい

て） 
○   別紙 

 連絡先などについて ○   別紙連絡先 

 指定に係る記載事項 ○   付表 

 添付書類一覧表 ○   本表 

 定款、寄附行為及びその法人の登記記載事項証明書又は条例等 ○     

 従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 ○   参考様式１ 

 組織体制図 ○     

 管理者の経歴書 ○   参考様式２  

 サービス提供責任者の経歴書 ○   参考様式２ 

 
実務経験証明書（２級ヘルパー、行動援護及び重度

包括は必要） 
△   

参考様式３ サー

ビス提供責任者分 

 位置図・平面図 ○   参考様式４ 

 設備・備品等一覧表 ○   参考様式５ 

 運営規程 ○     

 指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由 △   参考様式６ 

 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 ○   参考様式７ 

 
障害者総合支援法第 36 条第 3項各号の規定に該当しない旨の誓

約書（別紙「役員等名簿」含む） 
○   参考様式８・９ 

 
従業者（サービス提供責任者を含む）の資格を証明

するもの（ヘルパー資格の写し等） 
○     

 事業所内外の写真 ○     

 事業計画書 ○     

 収支予算書 ○     

 損害賠償発生時の対応方法を明示する書類 ○     

 道路運送法上の許可書（写し） 乗降介助等を行う場合のみ     

 介護保険法に基づく訪問介護事業の指定書（写し） △     

 介護給付費等算定に係る体制届出書 ○  様式第５号 

 福祉・介護職員処遇改善加算届出書 
処遇改善加算を算

定する場合のみ 
 処遇改善届出通知を参照 

 障害福祉サービス事業等開始（変更）届 ○   別記様式第 17 号 

 業務管理体制の整備に関する事項の届出書 
新規に指定障害福祉サー

ビス等事業者となる場合 
 

業務管理体制の届出

の様式第 1 号 

 ※上記の書類のほか、必要に応じて別途書類の提出を求める場合があります。 

 《 ○：提出必須  △：該当する場合  》 
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 ※その他 

   □ 申請書（様式第１号） 

   □ 付表１ （出張所が、ある場合には付表１－２を添付） 

    □ 定款（原本と相違のないことの証明必要）、登記記載事項証明書又は条例等 

・地方自治体の場合は条例、その他の場合は登記事項証明書（原本）の履歴事項全部証明書を添付

願います。 

・居宅介護事業等を実施することが明記されていること 

     □ 従業者の勤務体制等の書類 

・管理者は常勤か。 

・管理者が当該事業所の居宅介護従業者等若しくは同一敷地内の他の事業所と兼務している場合 

は、管理者としての業務に支障があってはならない。 

・居宅介護従業者は、常勤換算で、2.5 人以上確保しているか。 

（付表１－１と一致していることが必要） 

・居宅介護従業者は、基準を満たしている者か。 

           （介護福祉士、居宅介護職員初任者研修修了者、障害者居宅介護従業者基礎研修修了者、看護師等） 

     □ 組織体制図 

     □ 管理者の経歴書   

     □ サービス提供責任者の経歴書   

          ・サービス提供責任者は、常勤・専従か。（但し、管理者との兼務は可） 

          ・サービス提供責任者は、基準を満たしている者か。 

 （「介護福祉士」、「介護職員基礎研修修了者」、「居宅介護従業者養成研修（1 級）」 又は「障

害者居宅介護職員初任者研修 + 実務経験 3 年」（実務経験証明が必要）、「看護師」） 

          ・サービス提供責任者は、規模に応じた人員配置となっているか。 

      （ヘルパー10 人以内、利用者数 40 人以内若しくはサービス提供時間が月 450 時間以内）ならば１人、またその端数を増すごとに１人以上必要。 

     □ 事務所の平面図 

・事務室は確保されているか（共用が可能だが専用の区画が特定できることが必要。） 

・受付、相談等に対応するのに適切なスペースが必要。 

     □ 運営規程  

・付表中の主な掲示事項と一致しているか。 

・項目は基準に定められている内容が網羅されているか。 

・介護等の総合的な提供を行うこととなっているか。 

     □ 苦情処理の概要 

     □ 当該申請に係る資産の状況  

     □ 居宅介護従業者の資格証・養成研修修了書の写し（対象人数分） 

□ 誓約書及び役員名簿 

※上記に掲げる以外にも確認のために書類等の提出を求める場合がある。 
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２）変更、廃止、休止、再開の手続き 

  （変更の届出等；法第４６条） 

  指定障害福祉サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚

生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該指定障害福祉サービスの事業

を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、１０日以内に、その旨を都

道府県知事に届け出なければならない。 
 廃止、または休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その

廃止または休止の日の１か月前までに、その旨を県知事に届け出なければならない。 

 

  ○変更手続き 

  提出書類－変更届出書（様式第２号） 

            －添付書類（下記のとおり） 

   根拠－施行規則第３４条の２３ 

番号    変   更   事   項      添  付  書  類 

 
 

事業所の名称 
 

・変更後の付表１   
・変更後の運営規程 
 

・平面図（事業所の所在地変更の場合） 
２ 

 

事業所の所在地 

 

４ 
 

主たる事務所の所在地 ・変更後の登記記載事項証明書 

 

５ 
 

代表者の氏名及び住所 

３ 
 

申請者（法人）の名称 

６ 

 

定款、寄付行為等（当該事業に関するものに限る） ・変更後の登記記載事項証明書 

７ 
 

事業所の平面図、設備の概要 ・平面図（変更前・変更後） 

８ 

 

 

事業所の管理者の氏名及び住所 

 

 

・変更後の付表１ 

・経歴書 

・勤務体制及び勤務形態一覧表 

９ 

 

 

 

サービス提供責任者の氏名及び住所 

 

 

 

・変更後の付表１ 

・経歴書         
・資格証の写し 

・勤務体制及び勤務形態一覧表 
11

12 

 

 

 

 

 

 

主たる対象者の変更 

運営規程 

○利用料の改定      等 

 

 

 

 

・変更前・変更後の運営規程 

（新旧対照表を添付） 

※必要に応じて 

・付表 

・経歴書 

・従業者の勤務体制等の書類 

・従業者の資格証等の写し 

・平面図 

   ＊番号は、変更届出書に記載している番号 

※上記に掲げる以外にも確認のために書類等の提出を求める場合があります。 

例）組織図（他事業所との兼務職員がいる場合。） 
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  ○廃止手続き 

  提出書類－廃止届出書（様式第３号） 

            －添付書類（なし） 

 

  ○休止手続き 

   提出書類－休止届出書（様式第３号） 

            －添付書類（なし） 

 

  ○再開手続き 

   提出書類－再開届出書（様式第３号） 

            －付表１ 

            －添付書類（従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表；参考様式１） 

－その他必要書類 

（例）休止前と管理者やサービス提供責任者が変わっている場合は、経歴書、資

格証の写し等が必要。 

 

【申請書類等の提出先】 
 

各事業所の所在地を管轄する健康福祉事務所へ提出願います。大津市にある事業所の

方は、大津市障害福祉課へ提出となります。 

   

◇ 大津市福祉子ども部障害福祉課（大津市） 

    所在地  〒520-8575  大津市御陵町３－１ 

          TEL077-528-2745  FAX077-524-0086 

 

◇ 滋賀県南部健康福祉事務所（草津市、守山市、栗東市、野洲市）  

   所在地  〒525-8525  草津市草津三丁目 14-75 

  TEL077-562-3527  FAX077-562-3533 

 

◇ 滋賀県甲賀健康福祉事務所（甲賀市、湖南市） 

   所在地  〒528-8511  甲賀市水口町水口 6200 

  TEL0748-63-6148  FAX0748-63-6142 

 

◇ 滋賀県東近江健康福祉事務所（近江八幡市、東近江市、蒲生郡） 

 所在地  〒527-0023  東近江市八日市緑町 8-22 

      TEL0748-22-1300  FAX0748-22-1617 

 

◇ 滋賀県湖東健康福祉事務所（彦根市、愛知郡、犬上郡） 

 所在地  〒522-0039  彦根市和田町 41 

       TEL0749-21-0281  FAX0749-26-7540 

 

◇ 滋賀県湖北健康福祉事務所（長浜市、米原市） 

 所在地  〒526-0033  長浜市平方町 1152-2 

      TEL0749-65-6662  FAX0749-63-2989 

 

◇ 滋賀県高島健康福祉事務所（高島市） 

   所在地  〒520-1621  高島市今津町今津 448-45 

        TEL0740-22-2505  FAX0740-22-5693 
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